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所 属 健康福祉部子ども家庭課

担当(係)名 児童養護係 内線 2636

ぎふオレンジリボン運動（児童虐待防止広報啓発活動）の推進

＜子育て支援対策臨時特例基金事業＞

１ 事 業 費 ３８，２９０（5,000→43,290）

【財源内訳】 【主な使途】

一般財源 38,290 委託料 38,290

２ 背 景 ・ 現 状

児童虐待に関する通報や相談件数は年々増加しており、全国的には子どもの命が奪

われるなど重大な事件も後を絶たない。

岐阜県においても平成２３年度の児童虐待相談対応件数は過去最高の７４１件であ

り、対前年比 10.3％増となっている。

児童虐待問題は、社会全体で解決すべき緊急かつ重要な課題となっている。

３ 事 業 目 的

児童虐待問題について県民の関心を高めるとともに、虐待の発生予防や早期発見・

早期対応につながる知識や取組の普及を図る。

４ 事 業 概 要

「児童虐待防止推進月間」である１１月を中心に児童虐待防止のシンボルであるオ
レンジリボンを活用した広報・啓発活動である『ぎふオレンジリボン運動』を実施し
てきた。今回、新たな事業も加えより幅広く県民に訴えることで活動の効果を高める。

（１）啓発イベントの実施
親子参加型イベントを実施し、児童虐待防止についての啓発プログラムを組み
入れることで、正しい理解を促進する。

（２）ぎふオレンジリボン運動サポーターキャンペーン
学校、保育所、民生児童委員等に啓発図書等を配布し、それらを啓発及び支援
活動に利用することにより、保護者に正しい知識を身につけてもらう。

（３）民間企業・団体と協力した啓発活動
民間企業や団体と連携し、啓発資材の配布や『ぎふオレンジリボン運動』の周
知を図る。

（４）オレンジリボンライトアップ
県内各所において、オレンジリボンにちなんだライトアップを実施し、広報の
効果を高める。

（５）各種媒体を活用した広報の実施
テレビ、ラジオ、フリーペーパーなどを活用した広報啓発を実施し、幅広い層
への周知を図る。

（款）３民生費 （項）４児童福祉費 （目）(3)家庭児童福祉費

（明細書事業名）○児童福祉対策費

オレンジリボン・キャンペーン事業（安心こども基金）
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所 属 商工労働部 労働雇用課
担当(係)名 雇用対策係 内線 3125

雇用セ－フティネットの充実に向けて
～緊急雇用対策の拡充～

＜緊急雇用創出事業臨時特例基金事業＞

１ 事 業 費 １，１４０，５９９（ 5,592,996 → 6,733,595 ）
【財源内訳】 【主な使途】
一般財源 1,140,599 委託料 1,044,743（県事業）

負担金、補助及び交付金 95,856（市町村事業)

２ 背 景 ・ 現 状
県内の雇用情勢は、緩やかながら持ち直しの動きを見せているものの、円高の影

響や電力不足の懸念による生産活動の縮小など、雇用面に直結する不安材料があり、
今後の情勢については不透明な状況となっている。

＜岐阜県の雇用関係指標の動向＞
・有効求人倍率の推移

０．９２倍（２月）→０．９６倍（３月）→０．９９倍（４月）
・完全失業率の推移

３．６％（H23.10－12）→３．７％（H24.1－3）
・雇用調整助成金に係る休業等実施計画届受理状況の推移

事業所数 1,397事業所（２月）→1,434事業所（３月）→1,316事業所（４月）
対象者数 27,561人（２月）→24,253人（３月）→24,246人（４月）

３ 事 業 目 的
今後の雇用情勢の不安定化に備え、成長分野として期待される分野における新た

な雇用創出と人材育成を図るとともに、地域の課題にきめ細かな対応ができるよう
緊急雇用創出事業臨時特例基金事業として、さらに５００人規模の雇用を創出する
ことにより雇用セ－フティネットの充実を図る。

○平成24年度当初予算 予算額：57億円、雇用創出目標数：約2,000人

○６月補正予算 補正予算額：1,140,599千円、雇用創出目標数：約520人

４ 事 業 概 要
「岐阜県緊急雇用創出事業臨時特例基金」を活用して、以下のとおり事業を進め
る。

［主な事業］
◆通学路及び学校周辺における交通死亡事故抑止事業
通学路において、街頭監視活動、広報活動等を実施し、

交通死亡事故の発止を抑止する。

◆園芸産地担い手人材育成事業
園芸産地の維持・活性化に寄与すべく、生産から販売

までの技術や知識、経験を有する人材を育成する。

◆商用車を活用した次世代自動車活用モデル構築事業
モニター参加による電気自動車の実証を行い、業務分
野における電気自動車の利用パターンを確立し、電気自
動車活用モデルを構築する。

◆スマートフォンアプリ開発人材育成事業
アプリ開発に必要な研修を実施することにより、人材が不足しているアプリ開発人材

を育成する。

（款）５労働費 （項）１労政費 （目） (3)雇用促進費

（明細書事業名）○緊急雇用特別対策費

緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費

厚生労働省

市町村

民間企業、ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ等

失業者の雇用創出

事業計画 交付金

県 緊急雇用創出事業臨時特例基金

補助金

委託

委託
直接実施

直接実施



- 3 -

所 属 県土整備部 砂防課

担当(係)名 災害対策係 内線 3746

低温により被災した道路の早急な復旧

１ 事 業 費 ５８３，３４１千円（４０８，２２４→９９１，５６５）

【財源内訳】 【主な使途】

国 庫 389,088 工事請負費 583,341

県 債 194,000 （掘削工・舗装工等）

一般財源 253

２ 背景・現状

今冬の低温により、道路の路盤中に霜柱が発生し、地面が隆起して道路舗

装面にひび割れなどが発生した。（＝凍上災
とうじょうさい

）

・公共土木施設被害状況（５月末現在）

３ 事 業 目 的

被災（凍上災）した道路の舗装を早期復旧し、県民の安全確保を図る。

４ 事 業 概 要

【事業別補正額】

・道路橋りょう災害復旧費 583,341 千円

（主）恵那白川線

(白川町切井)

（国）４７１号

(高山市奥飛騨温泉郷平湯)

（款）１１災害復旧費 （項）２土木施設災害復旧費 （目）(1)土木施設災害復旧費

（明細書事業名） ○公共事業 道路橋りょう災害復旧費

内容 被害区分 箇所 主な被災箇所

２月凍上災 道路橋りょう ３３ （主）恵那白川線（白川町切井）

ほか全１３路線
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所 属 教育委員会 学校支援課

担当(係)名 総合支援係 内線 3697

新 高校生の留学促進

１ 事 業 費 ４，０００（ ０ → ４，０００）

【財源内訳】 【主な使途】

国庫 2,000 負担金、補助及び交付金 4,000

一般財源 2,000

２ 背 景 ・ 現 状

高校生の留学については、文部科学省が実施した全国調査でも減少傾向にあり、日

本人の内向志向を示している。また、本県においても高校生の留学実施数は全国と比

較して多くない状況である。

３ 事 業 目 的

留学を希望する県内の高校生に対して、留学に要する経費の一部を支援金として給

付することにより、高校生の留学を促進するとともに国際的に活躍できる人材の育成

を図る。

４ 事 業 概 要

地方公共団体や高校生の留学を扱う民間団体等が主催する海外派遣プログラムへの

参加もしくは個人で海外留学し、原則１年間、外国の正規の後期中等教育機関に通う

生徒を対象に、１人４０万円の留学支援金を給付する。

留学支援金の受給者は１０人とし、受給者の決定にあたっては、書類審査、小論文、

面接などの試験を課すとともに、帰国後は県教育委員会が主催する帰国報告会に参加

し、活動内容や留学経験の活用方法について発表する。

（款）10 教育費（項）1 教育総務費（目）(4)教育指導費

（明細書事業名）○児童生徒等育成指導費

高校生の留学促進事業費
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所 属 教育委員会 特別支援教育課

担当(係)名 特 別 支 援 学 校 整 備 係 内線 3557

新 特別支援学校の整備

１ 事 業 費 ９，８７３（ ０ → ９，８７３ ）

【財源内訳】 【主な使途】

一般財源 9,873 委託料 7,651

報償費・旅費等 2,206

２ 背 景 ・ 現 状

現在、羽島市を中心とした岐阜南部地域には、特別支援学校がなく、児童生徒は

大垣特別支援学校や海津特別支援学校等に長時間をかけて通学している。

そこで、岐阜南部地域に知的障がい、肢体不自由、病弱等どの障がいにも対応し

た、小学部から高等部までの一貫した教育ができる特別支援学校を整備する必要が

ある。

３ 事 業 目 的

特別支援学校整備のため必要な敷地の地盤調査を実施し、新たな特別支援学校の

教育機能や建設・運営コストの経済性について優れた提案を募るためにプロポー

ザルコンペを実施する。

４ 事 業 概 要

・整備する学校： 岐阜南部特別支援学校（仮称）

・整備場所 ： 羽島市正木町大浦地区

・規 模 ： 児童生徒数 約200名（小・中・高等部）

・対 象 ： 障がい（知的障がい、肢体不自由、病弱）のある児童生徒

・今後のスケジュール

H24 地盤調査 プロポーザルコンペ

H25 実施設計 用地取得 土地造成

H26 建築工事着手

H27 建築工事完了

H28 開校

（款）１０教育費 （項）６特別支援教育費 （目）(3)学校建設費

（明細書事業名）○子どもかがやきプラン推進事業費

岐阜南部特別支援学校（仮称）施設整備設計等事務費


